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Ⅰ 令和４年度９月補正予算（案）の趣旨

今回の補正予算（案）は，直面する物価高騰による影響を緩和するための対応を緊急かつ

機動的に実施するとともに，コロナ禍からの経済社会活動の回復を確かなものとするため，

国の対策の内容を踏まえ，事業者の負担軽減等に必要な対策に要する経費を計上することと

した。

また，引き続き新型コロナウイルス感染症の感染防止対策の徹底を図るため，更なる医療

体制及び検査体制の確保等に要する経費を計上することとした。

このほか７月の大雨による被害に対する災害復旧事業に要する経費やサツマイモ基腐病の

まん延防止に要する経費等を計上することとした。

（単位：百万円，％）

令 和 ４ 年 度 令和３年度
区 分 ９ 月 現 計 (Ａ)/(Ｂ)

補正前の額 補 正 額 補 正 後(Ａ) (Ｂ)

一 般 会 計 883,070 9,463 892,534 916,578 97.4

（注）端数処理のため，合計は一致しないことがある。以下の表同じ。

（参考）

○財政調整に活用可能な基金残高（令和４年度末見込）………… ２４３億円

令和３年度末残高（２５０億円(決算)）比 △７億円

○県債残高（令和４年度末見込）………………………… １兆５，５１６億円

令和３年度末残高（１兆５，８８５億円(決算)）比 △３６８億円

臨時財政対策債等※を除いた残高 １兆３９８億円

令和３年度末残高（１兆５７６億円(決算)）比 △１７８億円

※平成19年度以降の減収補塡債

Ⅱ ９月補正予算（案）の主な内容

１ 原油価格・物価高騰等総合緊急対策

（単位：百万円）

事 業 名 金 額

地 域 公 共 交 通 燃 料 油 価 格 高 騰 対 策 事 業 ４５７

肥 薩 お れ ん じ 鉄 道 燃 料 油 価 格 高 騰 対 策 事 業 ６

被 覆 資 材 価 格 高 騰 対 策 緊 急 支 援 事 業 ５９６

肥 料 価 格 高 騰 緊 急 支 援 事 業 ４１５

県 産 麦 生 産 性 向 上 対 策 事 業 ４０
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２ 新型コロナウイルス感染症に係る対策

（単位：百万円）

事 業 名 金 額

新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 対 応 医 療 従 事 者 支 援 事 業 ３５２

新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 総 合 対 策 事 業 ２，６７３

新型コロナウイルス感染防止対策ＰＣＲ等検査無料化事業 ２，１５７

介 護 サ ー ビ ス 事 業 所 等 サ ー ビ ス 継 続 支 援 事 業 ３１３

ド ロ ー ン 関 連 ビ ジ ネ ス 育 成 支 援 事 業 １４

本 格 焼 酎 経 営 支 援 緊 急 対 策 事 業 ２３８

肥 薩 お れ ん じ 鉄 道 運 行 継 続 ・ 経 営 改 善 支 援 事 業 ４１４

県 立 高 校 Ｉ Ｃ Ｔ 環 境 整 備 事 業 １６０

３ 災害復旧対策

（単位：百万円）

事 業 名 金 額

県 民 の 森 施 設 災 害 復 旧 事 業 ２８

県 有 施 設 災 害 復 旧 事 業 ３９

災 害 復 旧 調 査 測 量 委 託 事 業 ３４

４ その他の事業

（単位：百万円）

事 業 名 金 額

か ご し ま の 農 林 水 産 物 輸 出 促 進 ビ ジ ョ ン 推 進 事 業 ５

「 稼 ぐ 力 」 を 引 き 出 す ス マ ー ト 農 業 普 及 展 開 事 業 １６

サ ツ マ イ モ 基 腐 病 対 策 推 進 事 業 ４３０

検 討 委 員 会 運 営 事 業 ２

財 産 維 持 補 修 事 業 ３８
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Ⅲ　９月補正予算（案）の姿

 (Ⅰ)　一 般 会 計

 　１　歳　　入

    （単位：百万円，％)

補　正　後

予 算 額 構 成 比

１ 県 税 157,714 0 157,714 17.7

２ 地 方 消 費 税 清 算 金 73,245 0 73,245 8.2

３ 地 方 譲 与 税 31,116 0 31,116 3.5

４ 地 方 特 例 交 付 金 1,093 0 1,093 0.1

５ 地 方 交 付 税 274,520 310 274,830 30.8

６ 交通安全対策特別交付金 523 0 523 0.1

７ 分 担 金 及 び 負 担 金 4,932 0 4,932 0.6

８ 使 用 料 及 び 手 数 料 11,313 0 11,313 1.3

９ 国 庫 支 出 金 213,334 8,272 221,606 24.8

10 財 産 収 入 1,701 468 2,169 0.2

11 寄 附 金 17 0 17 0.0

12 繰 入 金 25,224 313 25,537 2.9

13 繰 越 金 2,000 0 2,000 0.2

14 諸 収 入 10,813 22 10,835 1.2

15 県 債 75,526 78 75,604 8.5

883,070 9,463 892,534 100.0

（注１）計数整理の結果，異動を生じることがある。以下の表同じ。

（注２）表示単位未満四捨五入の関係で各款等の計と合計が一致しない場合がある。以下の表同じ。

款　　　　別 補正前の額 補　正　額

合　      計
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 　２　歳　　出（目的別）

    （単位：百万円，％)

補　正　後

予 算 額 構 成 比

１ 議 会 費 1,317 0 1,317 0.1

２ 総 務 費 39,228 1,441 40,670 4.6

３ 民 生 費 121,077 441 121,518 13.6

４ 衛 生 費 109,226 5,191 114,416 12.8

５ 労 働 費 2,233 12 2,245 0.3

６ 農 林 水 産 業 費 71,268 1,614 72,882 8.2

７ 商 工 費 20,144 405 20,548 2.3

８ 土 木 費 84,393 89 84,481 9.5

９ 警 察 費 36,797 8 36,805 4.1

10 教 育 費 186,957 162 187,119 21.0

11 災 害 復 旧 費 14,270 101 14,371 1.6

12 公 債 費 120,674 0 120,674 13.5

13 諸 支 出 金 75,286 0 75,286 8.4

14 予 備 費 200 0 200 0.0

883,070 9,463 892,534 100.0

款　　　　別 補正前の額 補　正　額

合　      計
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 　３　歳　　出（性質別）

    （単位：百万円，％)

補　正　後

予 算 額 構 成 比

１ 人 件 費 229,469 3 229,472 25.7

２ 物 件 費 47,451 1,525 48,976 5.5

３ 維 持 補 修 費 4,731 0 4,731 0.5

４ 扶 助 費 137,948 444 138,392 15.5

５ 補 助 費 等 184,611 6,493 191,104 21.4

６ 普 通 建 設 事 業 費 137,308 305 137,613 15.4

(1) 補 助 100,522 113 100,635 11.3

(2) 単 独 36,786 191 36,978 4.1

７ 災 害 復 旧 事 業 費 13,980 101 14,080 1.6

８ 失 業 対 策 事 業 費 0 0 0 0.0

９ 公 債 費 120,258 0 120,258 13.5

10 積 立 金 2,088 594 2,682 0.3

11 出 資 金 2 0 2 0.0

12 貸 付 金 4,135 0 4,135 0.5

13 繰 出 金 889 0 889 0.1

14 予 備 費 200 0 200 0.0

883,070 9,463 892,534 100.0

補正前の額 補正額

合       計

区　　　　分
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 (Ⅱ)  特 別 会 計

　病院事業特別会計

    （単位：百万円)

事 業 収 益 19,874 0 19,874

事 業 費 用 20,762 0 20,762

資 本 的 収 入 8,031 62 8,093

資 本 的 支 出 8,598 62 8,660

（注）資本的収支の不足額は，内部留保資金で補塡する。

収 益 的 収 入 及 び 支 出

資 本 的 収 入 及 び 支 出

区　　　　　分 補正前の額 補　正　額 補正後予算額
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Ⅳ 主な補正の概要
（注） …新規事業

事 業 内 容 予 算 額

千円

１ 原油価格・物価高騰等総合緊急対策

○ 肥薩おれんじ鉄道燃料油価格高騰対策事業（交通政策課） 6,467

燃料油価格高騰により厳しい経営環境にある肥薩おれんじ鉄道に

対し，熊本県と協調して燃料油購入の負担軽減を行い，事業継続が

なされるよう支援する。

○ 地域公共交通燃料油価格高騰対策事業（交通政策課） 457,129

燃料油価格高騰により厳しい経営環境にあるトラック運送事業者 補正後累計

に対し，燃料油購入の負担軽減を行い，事業継続がなされるよう支 1,004,102

援する。

○ 肥料価格高騰緊急支援事業（経営技術課） 415,000

肥料価格の高騰による農業経営への影響を緩和するため，化学肥

料使用量の低減に取り組む農業者に対して，国の支援と協調し，肥

料コスト上昇分の一部を支援する。

○ 被覆資材価格高騰対策緊急支援事業（農産園芸課） 595,818

原油高騰の影響により価格が上昇している農業用ビニール資材の

価格上昇分の一部を支援し，農家負担の軽減を図る。

○ 県産麦生産性向上対策事業（農産園芸課） 40,349

麦類の安定した収量と品質向上を図るため，国の国産小麦産地生

産性向上事業補助金を活用し，排水対策等の営農技術や機械施設の

整備等を支援する。

２ 新型コロナウイルス感染症に係る対策

○ 肥薩おれんじ鉄道運行継続・経営改善支援事業（交通政策課） 414,109

新型コロナウイルス感染症の長期化により厳しい経営環境にある

肥薩おれんじ鉄道の事業継続を図るため，同鉄道が実施する経営改

善に係る取組及び運行継続・サービス水準確保に対する支援を熊本

県と協調して行うとともに，積極的な需要喚起を図る取組を支援す

る。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 新型コロナウイルス感染症対応医療従事者支援事業 352,288

（医師・看護人材課）

新型コロナウイルス感染症に係る医療提供体制を確保するため，

新型コロナウイルス感染症患者等の診療等に携わる医療従事者に危

険手当を支給する医療機関に対し，その支給に係る経費を助成する。

○ 新型コロナウイルス感染症総合対策事業 2,672,591

（新型コロナウイルス感染症感染防止対策課， 補正後累計

新型コロナウイルス感染症療養調整課） 8,070,480

新型コロナウイルス感染症の感染拡大に備え，更なる医療体制，

検査体制及び陽性者のフォローアップ体制を確保する。

○ 新型コロナウイルス感染防止対策ＰＣＲ等検査無料化事業 2,156,986

（新型コロナウイルス感染症感染防止対策課） 補正後累計

感染拡大時に県の判断により感染の不安がある無症状者への検査 4,508,954

等を無償で実施する。

○ 介護サービス事業所等サービス継続支援事業（介護保険室） 312,824

介護サービス事業所等が必要な介護サービスを継続して提供でき 補正後累計

るよう，通常の介護サービスの提供時では想定されない経費等に対 366,260

する支援を行う。

○ ドローン関連ビジネス育成支援事業（新産業創出室） 14,000

今後，市場規模の拡大が期待され，非接触・非対面での対応が可

能なドローンに関連する産業の育成を図るため，地域課題解決型の

実証事業への支援を行う。

○ 本格焼酎経営支援緊急対策事業（販路拡大・輸出促進課） 237,763

県内酒造メーカーの経営を改善し，新型コロナウイルス感染症収

束後の需要対応につなげるため，サツマイモ基腐病の影響による原

料用さつまいもの購入価格の上昇等に伴うコストの支援を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 若年者県内企業就職応援事業（産業人材確保・移住促進課） 11,528

新型コロナウイルス感染症を契機とした地方回帰の気運の高まり 補正後累計

を踏まえ，本県就職情報提供サイト「かごＪｏｂ」について，県内 29,773

企業への就職希望者がより容易に県内企業の情報にアクセス可能と

なるよう，多くの民間就職サイトと連携するなどの改修を行う。

○ 離島におけるサーモグラフィー設置事業（港湾空港課） 30,400

県管理の港湾・空港において，サーモグラフィーによる検温等を 補正後累計

実施する。 77,052

○ 鹿児島県港湾使用料支援事業（港湾空港課） 17,147

新型コロナウイルス感染症の影響により旅客船利用者数が低い水

準で推移している定期旅客船事業者に対して，航路維持の観点から，

県管理港湾の使用料負担に対する支援を行う。

○ 鹿児島県離島空港使用料支援事業（港湾空港課） 40,978

新型コロナウイルス感染症の影響により航空需要が低い水準で推

移している定期航空運送事業者に対して，離島航空路維持の観点か

ら，県管理空港の使用料負担に対する支援を行う。

○ 「燃ゆる感動かごしま大会」競技用具整備事業 6,972

（全国障害者スポーツ大会課） 補正後累計

「燃ゆる感動かごしま大会」の円滑な競技運営と障害者スポーツ 7,779

の普及・振興を目的に，競技会運営等に必要な競技用具の整備を行

う。

○ 「燃ゆる感動かごしま国体」開催準備事業（総務企画課） 25,951

令和５年の「かごしま国体・大会」競技実施にあたり，競技会場 補正後累計

での新型コロナウイルス感染拡大防止のため，競技観覧者管理シス 109,540

テムを導入し，安全・安心な大会運営を行う。

○ 県立高校ＩＣＴ環境整備事業（高校教育課） 159,987

新型コロナウイルス感染症の感染拡大時においても，学習の基盤 補正後累計

となる生徒の情報活用能力等を効果的・効率的に育成する授業を展 242,883

開するため，指導者用端末を整備する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 認知機能検査デジタル推進化事業（警察本部 免許管理課） 8,180

新型コロナウイルス感染症対策として，認知機能検査の検査時間

及び採点時間の短縮を図るため，タブレット等を整備する。

３ 災害復旧対策

○ 県民の森施設災害復旧事業（森づくり推進課） 27,973

令和４年７月の大雨により被害を受けた県民の森のくり園や管理

道の復旧を行う。

○ 県有施設災害復旧事業（道路維持課） 38,655

公共土木施設災害復旧事業の対象とならない崩土・落石の除去等 補正後累計

を行う。 98,655

○ 災害復旧調査測量委託事業（河川課） 34,000

公共土木施設災害復旧箇所において，災害査定に係る設計書作成 補正後累計

のため必要な調査，測量等を行う。 124,000

４ その他の事業

○ 移住・交流・関係人口拡大推進事業（地域おこし協力隊支援） 3,709

（地域政策課） 補正後累計

県，町，地域おこし協力隊ＯＢ・ＯＧネットワーク組織が連携し， 10,543

ミスマッチの解消など，地域おこし協力隊員数の増加や定着に向け

た課題解決に取り組む。

○ 指定難病医療対策事業（健康増進課） 8,400

特定医療費（指定難病）支給認定申請における臨床調査個人票の 補正後累計

電子化・オンライン化に取り組む医療機関の支援を行う。 3,384,653

○ 障害者スポーツ振興事業（障害者支援室） 3,447

障害者が身近な場所で気軽に運動・スポーツを実施できる環境を 補正後累計

整備するため，県障害者自立交流センターにスポーツ用具を整備す 13,501

る。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 地域医療介護総合確保基金造成事業（高齢者生き生き推進課） 125,226

介護施設等の整備，介護従事者の確保・養成など，介護サービス 補正後累計

提供体制の整備を推進するため，基金を造成する。 847,410

○ 鹿児島臨空団地企業立地促進補助事業（産業立地課） 153,056

鹿児島臨空団地における企業立地の促進，本県産業の振興と雇用

の増大を図るため，事業所を設置する者に対し，土地購入費用の一

部を助成する。

○ かごしまの農林水産物輸出促進ビジョン推進事業 5,248

（かごしまの食輸出戦略室） 補正後累計

農林漁業者の所得の向上と経営の安定を図るため，輸出に関心の 123,507

ある事業者が，現地ニーズや規制に対応し，定時・定量で輸出でき

る体制構築に向けた取組を支援する。

○ 「稼ぐ力」を引き出すスマート農業普及展開事業（経営技術課） 16,316

スマート農業の導入・普及を推進するため，国のスマート農業の 補正後累計

全国展開に向けた導入支援事業費補助金を活用し，農業者等が行う 38,707

スマート農業機械等の共同購入・共同利用等の取組を支援する。

○ サツマイモ基腐病対策推進事業（農産園芸課） 430,000

サツマイモ基腐病のまん延防止を図るため，農業者が行う排水対 補正後累計

策及び土層改良の取組を支援する。 494,776

○ 肉豚生産効率化事業（畜産課） 10,000

スマート畜産業の導入・普及を推進するため，国のスマート畜産

業の全国展開に向けた導入支援事業費補助金を活用し，畜産支援サ

ービス事業体が行うＩＣＴ・ＩｏＴ対応機器の導入を支援する。

○ 食肉等流通体制整備事業（畜産課） 100,000

輸出先国が求める食肉供給体制を確立するため，国の食品産業の 補正後累計

輸出向けＨＡＣＣＰ等対応施設整備事業を活用し，輸出先国のニー 175,000

ズに対応した食肉加工施設・設備の整備を支援する。

11



事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 検討委員会運営事業（本港区まちづくり推進室） 2,472

鹿児島港本港区エリアの利活用の検討を行うため，関係機関・団

体等で構成する検討委員会を設置する。

○ 消防・防災ヘリコプター管理運営事業（消防保安課） 17,791

消防・防災ヘリコプターに搭載している熱感知機能付きカメラの 補正後累計

修繕を行う。 373,689

○ 財産維持補修事業（管財課） 38,347

老朽化が進んでいる地域振興局・支庁の庁舎の建替え時期を精査 補正後累計

するため，建設年から一定年数経過している庁舎の劣化状況調査を 385,044

行う。 その他債務負担

また，令和３年度に行った耐震診断結果に基づき，庁舎の耐震化 行為限度額

を図るため，耐震補強計画の策定及び実施設計を行う。 14,479

○ 情報モラル教育推進事業（義務教育課） 2,345

情報や情報技術を活用する際に，普段から意識すべきことや直面

する諸課題について，児童生徒が自分で考え，解決できる力を身に

付けることを目指した情報モラル教育に係る研究等を実施する。
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